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直接原価計算論争によせて

一
直接原価計算支持論に対する疑問一

板

（83）　－　83　一
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　「直接原価計算は外部報告目的のための期間損益計算にとって正しいやり方

である」という意見と「直接原価計算は外部報告目的のための期間損益計算上

認められない」という意見が鋭く対立し、議論がたたかわされている。この意

見の対立と討論をここで直接原価計算論争と名づけ、以下において、この論争

に関する筆者の見解を一つの試論として展開してみたい。

　ことわるまでもなく、ここに直接原価計算Direct　Costingというのは、製

造原価ならびに一般管理費および販売費を、営業量との関連において、総額に

おいて変動する原価と変動しない原価とに区分し、前者の変動費を製品原価

Product　Costとし、後者の固定費はこれを期間原価Period　Costとして、売

上高からまず売上製品の製品原価（これは変動費のみよりなる売上原価にほか

ならない）を控除して限界利益を計算し、この限界利益から期間原価たる固定

費を全額控除して営業利益を計算する方法を意味している。したがって、直接

原価計算は変動費のみをもって製品原価を計算する原価計算の一方法に違いな

いのであるが①、その特質は期間損益計算のやり方にあることをはっきり認識

しておかなけれぽならないであろう。そこで、厳密には、期間損益計算までも

含める場合には直接原価計算方式による期間損益計算とでもいうべきかも知れ

ないが、ここでは、直接原価計算の特質が期間損益計算のやり方にあることか

らして、直接原価計算のうちにそれを含めておく。かくて、小稿において問題

にしようとするのは、かかる期間損益計算の方法が外部報告目的のためにも認

められるかどうかという点である。

　ところで、直接原価計算の上述のような特質は、一部においては直接原価計

算生成の当初からはっきり認識されていたと思われる。例えば、直接原価計算

にかんする最初の論文であるといわれているJ．N．　Harrisの「われわれの会

社は先月いくら儲けたか②」においても、次のように明確に述べられている。

すなわち、「この書面に付属する覚え書きは、貴台が先週論ぜられました様式

の月次損益計算書、すなわち、製造活動の大小に関係なく、売上高上昇のとき
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の基軸媚的が贋用紛解することtlこあり、碑品の論方法としてこれ

庫品の原価姻麟を含めな防法であると篠されることもよくある．この

肪は源価・営糧・利益関係にっし・ての酬齪供するというこの方法の

基本的媚的よりも・副雄な側面を酪してし・る⑥」と述べたりしていると

ころからすれば・醸肺講の特鄭期間踏計勤やり方にあるというこ

ることからも撫される・すなわち・r原価・営業齢よび利益の間の関係を

囎することによって・鍵都・し・つそう実際に肌罐準にもとづし、て、

業会社の会計にたずさわる人びとに課せられた大きし・課題である⑦」と．そし

て潮末における固定蝶原価の処理のしカ・たとしては、（ユ）固麟の全額を

輔原価として処理し・その纐を費用に計上する方法と、（2）その期に発生し

姻定難原価を碑品と売上肺に配分する方勘二つをあ喉際にも、こ

農講謙繍義拳鷺慧躍麟1ら叢鵬
識されてい娚合にも・それは「酵原価計算の結果が企業内部の経営管理者

にとつていか賄効であるか」とし欄点つまり管理会計の領域において翌鋼
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れていたように思われる。このことは、前記のJ．N．　Harrisの論文におい

　次のようにはっきり示されている。すなわち、「上述した会計制度のもと

おいて、ジョソ・ストーソ（J．N．　Harrisの勤務した会社の社長一筆者

）およびその経営幹部たちは経営管理に役立つ標準原価計算の価値と重要性

っいて新しい認識を得たのである。そしていまや月次計算書を経営管理に不

欠のものと見るに至ったのである⑨」と。そして、「私の提案する直接原価

算のもとにおいて年次公表財務諸表および法人税目的のための棚卸資産評価

題は、実際上は、期末棚卸資産全体の標準直接製造原価に対する一定の妥当

比率を総括的な固定間接費額として棚卸資産に加算することによって解決で

よう⑩）」として、いわゆる財務会計上は、直接原価計算の結果を全部原価

算基準に修正することは、なんら差し支えないとされているのである。

以上、概略ながら考察したように、直接原価計算の特質は期問損益計算のやり

こあるのであり、そのことは直接原価計算生成の当初から一部では認識され

いた。しかし、それはもっぱら経営管理上の要請に応じたものであったし、ま

てやそれが明確には認識されていなかった場合にも、直接原価計算は財務会

こは及ばない、ということが意味されていたにすぎない。すなわち、いずれの

合にも管理会計の領域における有用な期間損益計算の一方法として直接原価

算が重要視されたのである。ところが、最近に至って、N．A．A．の調査報告

第37号「現代における直接原価計算の活用⑪」は「直接原価計算も、全部原価

算と同じく、期間損益を刮算するために費用と収益を対応させるひとっの方

である⑫」と述べて、直接原価計算の特質が期間損益計算のやり方にあるこ

を益々明確にし、さらに、C．　T．　HorngrenおよびG．　H．　Sorterにいたって

　「伝統的原価計算概念よりも変動原価計算の方が、現存する一般に認めら

た会計原則の枠により一致している⑬」とし、外部報告目的にとっても、直

原価計算こそが正しい期間損益計算を可能にするという見解を表明してい

。わが国においても、山辺教授、溝口教授それに染谷教授などが外部報告目

のための期間損益計算上も直接原価計算を認める立場をとっておられる。

以上のように、直接原価計算論争はいわば「管理会計から財務会計への挑

」という形をとって展開されている。筆者は、小稿において、かように管理

計から挑戦を受けた財務会計が果たして決定的な打撃を蒙ったかどうかにっ

て私見を述べてみようと思う。以下において明らかにするように、筆者に

　伝統的財務会計はいまなおその堅塁を誇っているように思えてならないの

ある。
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Segmentsの相対的収盤の違ったta掟を臆する点にある⑭」とし、う見解

なお・上のように離者は直接原価計算の特質は期間損益講のやり方Or

り・したがって全部原価計算と根本的に異なる献期醐益講のやり方

違う点にあるとしたのであるが・最近においても、なかにをま「変動原傭

Va「iable　C・・ting（内容的tZこ噸接原価講と同じ一鞘注）と全部原騰

との間の最樋要嵯別は・両都鯛利益の違った測定燵する点にあ

のではなくて・それらが個々の製品・地聡たは会社経営のその他の単

ある・このG・Shilling1・wの主張ウ姓肘べきものをもってし・るが、これ

依然として酵原価講の経営管理上の利点を蜘したものとして、ここで

取り上げないことにする。

①たとえば・C・　T・　H…g・enおよびG・　H・　S・・…噂襯価計算を次のように

原価講という名称鞭用して・・る・すなわち、「麟原価講腋鍛造原価だ

を製品に割り当てる棚卸鮭の原価計算方法である」と．Ch・・1。，　T．・H。mgren

Ge°fge　4・　S・・t・re“Di・ecゼ’C・・ti・g　f・・E・・・…IR・p…i・g，　Th、　Acc。。nt

Review・J・・u…1961・P・84・なお・この謙はln辺教授によって詳細に紹介かつ

討されている・山辺六郎教囎「原価計算論一管理会計としての原価計算＿」

　和36年、497ページ以下。

②J°nathan　N・　Harri・・“Wh・・Did　W・E・・n　L…M・n・h・？・・N．　A．（C）

　Bulletin　Jan．15．1936．山辺六郎教授著、前掲書409ページ。

③J°nath・n　N・Harri・・ibid・岨六郎鞭著前囎・・2ページより引用。

義している・なお・かれらは漉灘価計算と・・う名称は不正確であるとして渡

④W・W・N・iki・k・“H・w　Dlre・・C・・tlng　C・n　W・・k　f・・M・n・g，m。n，・　N．　A．（C

A・　B”lle‘i・・　J・n…y・1951・・P・・52・・染谷撒郎搬翻「酵原価講」昭和38年

　145ページより引用。

⑤N・　A・（C・）A・R・・erch　R・p・・t・　R・・erch　S・・i・・N・．23，　Di，ec・C。、，i。g，、95

　染谷恭次郎教授監訳前掲訳書143ページ。

⑥N・　A・（C・）A・　R・・e・ch　R・p…，R・・erch　S・・i・・N・．23．・bid．　R　2．鵬訳

　146ページ。

⑦N・　A・（C・）A・R・・e・・ch　R・p・・t・　R・・ea・ch　Seri・・N・．23。　ib、己R4鵬訳

　148ページ。

⑧N．A．（C．）A．，　Research　Report，　Research　No．23．　ibid．　P．22　and　PP．51

　54．前掲訳書169ページおよび203ページー207ページ。

⑨J°nathan　N・Harri・・ibid・山辺六郎搬著前囎428ページよりel用。

⑩J°nath・n　N・　H・・ri・・ibid・山辺六郎搬著前掲書4・7ページよりel用．



⑪NAA．，　Resθarch　Report　No．37．　Current　Application　of　Direct　Costing，

　1961．染谷恭次郎教授監訳前掲訳書3ページ以下。

⑫N．A．　A．，　Research　Report　No・37・ibid．　P．6．前掲訳書19ページ。

⑬Charles　T・Horngren　and　George　H・Sorter，　ibid．　P．84．山辺六郎教授著前掲書

　497ページ。

⑭Gordon　Shillinglaw，　Cost　Accounting：Analysis　and　Control，1961。　P．612，

　　　　　　　　　　2．サービス潜在力の具体的内容

　直接原価計算支持派の主張は多方面にわたっているが、なかでも、従来の財

務会計に対してかなりの打撃を与えたと思われるのは、資産あるいはプロダク

ト・コストの本質から出発して、固定費は資産あるいはプロダクト・コストた

り得ないことを立証しようとする試みである。R．　P．　Marpleの「未来原価回

避説」、C．　T．　HorngrenおよびG．　H．　Sorterlの「関連原価説」および溝口

教授の「未来支出回避説」などがこれである。これらの説について、以下検討

を加えていく。

　すでに述べたように、直接原価計算にあっては、固定費は決して製品に配賦

されることはなく、したがってたとえ製品が次期に繰越れることになっても、

固定費は資産として次期に繰延べられることはなく、全額それが発生した期間

の収益に対応させられる。これに対して全部原価計算にあっては、固定費は製

品に配賦され、したがって製品の一部が棚卸資産として次期に繰越されれば、

それに含められた固定費は資産として次期に繰延べられ、当該製品が販売され

た時に収益に対応させられる。したがって、固定費に関していえば、直接原価

計算と全部原価計算の違いは収益に対応させる時期の違いにあるといえるであ

ろう。そこで直接原価計算支持派は「固定費を資産として繰延べることは妥当

な処理であるか」ないしは「固定費には資産能力があるか」という問題を提起

し、結論的には、固定費の資産能力を否定することによって、直接原価計算の

妥当性を立証しようとするのである。

　まず、RP．　Marpleは「期間損益の算定に当たり未来に適用するものとし

て棚卸資産中に繰り延べるべき原価は、過去において発生したため未来にお

いては発生しないで済むところの原価のみである①」として、いわゆる「未来

原価回避説」を主張しているのであるが、かれにあってはその理由が明らかに

されていないきらいがある。せいぜい、当該棚卸資産を生産するためにのみ特

別に発生した原価だけがそれの価値を構成し、当該棚卸資産の生産と直接関係

幽
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　　のない固定費は鯛の原価であって鄭の原価に含めら描べきものではt．

　　い・というにとどまる・この意知ま・R・P・M・・pl・の「未来原掴齢1

　　を発展させたC・T・　H・・ng・enおよびG・H・S…erの「関連原鰭」のlli

　　明解である②・両氏の主張を鞘なり腰約すれば次のようになるであろう。！

　　すなわち讃醐念について今砿く棚さ才tてし・るのは、それがサー．　、f・ス、

　　勧Se「vice　P・t・n・i・1・をもってし・るという考妨である．このサービス潜・

濃ぼ1ま灘灘鋲欝撫契瓢繍面驚
　　C°sts醗業の棘の酷齪彫響を及ぼす原価である．この鰍で、そ

　　はサービ噛勧をもちしたがって鮭たり得る．しかるに、蝶味来にS
　連をもっていないし・わゆる非関連原価は未勅原醗生に影響を及ぼさず、こ

　　の鰍で・そ櫨サービ礪勧をもたずしたがって麩たり徽い．ところ

姻定製造間灘はまさに糊断f面であり、したがって驚たり徽いとす

　る・っまり・未来の原価職に胤ないような原価は、上のような鰍でサー

　ビ稽勧鮪しないから館たり得なし・とし・うのである．上におい嘩都
R・P・　Ma「p1・よりもC・T・　H・・ng・enおよびG．　H．　S…er筋醐角穐

るといったのは・か描がにのよう1・こ棘の原鰍職しない原齢資産た

り得な哩由棚乱ているからである・しかし、C．　T．　H。mg．enおよ。ミ

と・ある難がサービ噛勧鮪しているということは、それが将来におし、

て収益を麟する力鮪してし・るということを鰍し訣して未来の原価の発

生を聴するしたがって棘の蝶の酷決定に羅を及ぼすということを意
味しているのではない・と教るのである・この点につし・ては畝のようなの

批判を引肌ておくだけで粉であろう・すなわち、「私には、これは（c．T．

H°「ng「e噛よびG・H・S・・…の資藤価のサービ囎勧脆蛛来原価

聴嘱念と同覗する議筆者注）秘要に限定したものでありかつ鍵
評価への不幸にも否定的なアブP一チのように思える．会撫営の曲ほ源

価撮低にすることではなくて源価以上に収益姓拙すことである．それ

ゆえ・サービ噛勧の齢醗生した原価の収益姓娼すことに鰍する
能力に照して鰍されるべきである・H・・ng・enおよびS・・…は、その繍

のはじめはこの勲融していたようであるが浸の後は原価回鵬念噴成
してそれ撫視している・ある原価が撫こおいて収益姓み出すことにおし、

ザ
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て力があるならば、そのすべてまたは一部は繰り延べられそして純利益の決定

に際しては将来の収益に対応させられるべきである。すべての製造原価は等し

く販売可能な製品の生産にとって必須的なものである…　　　かくて・収益獲

得潜在力Revenue　Productlng　Potentlalsが原価のうちの消滅要素と未消滅要

素とを分離するための基準であるべきであるQそして、実際に私は、それが現

存する「一般に認められた会計原則」の枠内において特色としてそうである

（または少なくともそうであることが意図されている）ことを信じている③」

と。

　そこで問題は、固定費はかかる意味でのサービス潜在力をもっているかどう

かということに帰着する。この点を明らかにするために、固定費を発生せしめ

るものの代表的な例として減価償却の対象となる固定資産（もちろん営業用の

もの、以下同じ）を考えてみよう。かかる固定資産が資産たり得るのは、それ

が未来の原価を回避するからてはなく、上の意味のサーヒス潜在力をもってい

るからである。固定資産は将来の製品の生産窮極的にはその製品の販売によっ

て収益を獲得する力すなわち収益獲得潜力をもっているのである。固定資産の

有するかかる収益獲得潜在力は具体的にはそれによって生産した製品の販売に

よって顕在化するのであり、それまでは製品に滞留しているのである。このこ

とは、具体的にはかかる固定資産を保有し利用することによって発生する固定

製造間接費もサーヒス潜在力を有し、したがって資産たり得るものであること

を意味している。

　サービス潜在力をこのように収益獲得潜在力と解することは低価主義評価の

原則にも一致していると思われる。何となれば、棚卸資産の時価が取得原価以

下に下落ししかも回復の見込みがない場含に時価まで評価減を行なうことは、

それだけ収益獲得潜在力がなくなったことを意味していると考えられるからで

める。

　もっとも、サe・一・・ビス潜在力をこのように収益獲得潜在力と解さなけれぽなら

ないといっても、そのことは必ずしも資産が正味実現可能価額またはそれに近

い価額で評価されなければならないことを意味するものではない。むしろ・こ

こでも保守主義の原則との関連からして正味実現可能価額の最低限という意味

で、取得原価による評価が弁護されるものと思われる。

　また、サービス潜在力があるということは、「資産が存在することの証拠」

でしかなく、「その資産に割当てるべき金額を決定するということは、いぜん

として必要である④」という主張や、「資産として認識するかどうかの基準を

●
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サー一一・ビス・ポテソシャルズのいかんに求めるとしても、サー一ビス・ポテソシャ

ルズの有無は資産が存在するかどうかを認識するだけの基準であり、その評価

はそれに対して支出された金額で行なわれるべきであると考えている⑤」とし

う考え方に触れておく必要があるであろう。確かにサービス潜在力はここで主

張されているとおり、資産が存在するかどうかを認識するための基準であろ

う。そこで問題はかかるサービス潜在力を会計上何によって測定するかという

ことである。原価主義に立脚する近代会計にあってはそれを取得原価（製品の

場合は実際製造原価）で測定するのであり、上のような批判は固定費を資産化

することに対する批判とはなり得ないように思われる。

さらに、サービス潜在力を収益獲得潜在力と解するにしても、固定資産の収

益獲得潜在力は、製品の生産とは全く無関係に時の経過とともに失なわれてし

くのであり、それの利用によって生じる固定製造間接費は、したがって、製品

に配賦されることなく、それが発生した期間の収益に一括して対応させられる

べきであるという主張が成り立ち得る。これは、期間的費用収益対応の原則に

関連した問題であり、これについては項をあらためて論じなければならない。

　なお、溝口教授は、サービス潜在力の理論は提起されないが、ピリオド・コ

ストの理論を明らかにされた後（この点については後述する）プロダクト・コ

ストの理論を積極的に展開する必要があるとして、R．　P・Marpleの「未来原

価回避説」を発展させて「未来支出回避説」を次のように展開されている。す

なわち、「重要なことは、未来において節約された『原価」ではなくて、『支

出』である。この言葉の変化が何を意味するか。それは貸借対照表を資金会計

的観点において理解することを示唆するものである。前述のいわゆる動的観の

もとにあっては基本的には貸借対照表は期間損益計算のための手段として従属

的地位におかれることになる。これに対して、われわれは貸借対照表の存在理

由をむしろ資金論的にみなおすべきであると考えている。この場合には棚卸資

産価額は棚卸資産に対する投資在高を示すものと解することができる。では、

棚卸資産への投資額はいかに表示せられるべきであるか。伝統的全部原価計算

に基づく評価額は正しい投資在高をあらわとは考えられない。現実に棚卸資産

に滞留している資金部分のみが把握さるべきである。ここで『次期以降の支出

を回避すべき費用』のみが棚卸資産価額を形成するという思考が生きてくるの

である」⑥と。溝口教授がプロダクト・コストを積極的に解釈するために、

サービス潜在力の理論の力を借りられなかったのは、おそらく、上のように貸

借対照表を、動的観のもとに単に期間損益計算のための手段とみることをやめ



一＿…＿＿。＿＿．＿．＿＿．．．，．．．一
”．　g

て、より積極的に資金会計的観点のもとに理解されようとしていることに起因

しているであろう。けだし、動的観に立つ限りでは、期間損益計算の正当性を

立証するためには、一面では貸借対照表上の資産の能力を問題とする必要があ

るからである。この意味では、「費用、収益対応関係の正当さの立証に、資産

能力論を持ち込むことの唐突さをいかに解決するのか⑦」と、小倉教授が未来

原価回避説やサービス潜在力理論でもって固定費を資産化することに反対する

主張に対して反論されることの意味が、筆者には理解できない。

　それはともかくとして、上のように貸借対照表を資金会計的観点において理

解し、棚卸資産価額はそれへの投資在高を表わすものである、とされる溝口教

授の主張は注目されなければならない。しかし、この領域について研究不足の

筆者は、このような主張に対して、明確に私見を開陳することができないのは

残念であり、現段階では次のように私考しているにとどまる。すなわち、貸借

対照表を資金会計的観点において理解し、棚卸資産は現実にそれに滞留してい

る資金によって表われるべきであるとしても、固定費も依然としてかかる資金

の一部を構成しているのではないか、と。なにゆえならぽ、固定資産への投資

は、減価償却費という形で製品に転嫁し、それが販売されるまでは製品に滞留

しているからである。もちろん、溝口教授にあってはそのようには理解されな

い。教授は現実の減価償却計算を投下資本価値の期間配分計算したがって投資

の回収計算として意味づけ、期間に配分された減価償却費はプPダクトを通じ

て回収される必要は全くなく、当該期間の実現収益によって直接に回収せらる

べきものである⑧、とされる。減価償却計算をかように投下資本価値の期間配

分計算として理解することには異論はないが、そのことは必ずしも期間に配分

された減価償却費をプロダクトに配賦しないでもよいということを意味してい

るものではないと思われる。この点は次の項において考察されなければならな

い問題である。

①Raymond　P．　Marple，　Try　This　on　Your　Class，　Professor，　The　Accounting

　Review，　July，1956．　P．497．山辺六郎教授著前掲書492ページ。

②Charles　T．　Horngren　and　Grorge　H．　Sorter，　ibid．　PP．84－87．山辺六郎教授著

　前掲書498－502ページ。

③James　M．　Fremgen，　Variable　Costing　for　Externa1　Reporting－A　Reconsideration，

　The　Accounting　Review，　July，1962．　P．77。なお、この部分は、染谷恭次郎教授に

　よっても一部引用されている。同教授稿「期間利益の決定に直接原価計算を適用する

　ことは認められる」会計86巻3号、昭和39年9月号、44ページ。
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　　　　つまり・近代会計においていうところ噴用収益の対応肺糊間を限定しで

　　　　この輔について行なうべきであることを意味しており、その意味するところ・

　　　　にしたがって・本来鮪原価であるものは鯛の収益に対応せしめれぽよく、

　　　　謹繍享禦螺瓢遥講謙踊歳墜撫叢婆臨

，、

　に淑益に対応させようとするのは・員オ務会計上の鯛損益講の本質を誤解

　　　　しているからにほかならないというのである。

　　　　　酵原価講支瀦の側からする以上のよう姓張に対しては、姻趨造．

　　　　肺は果たして本来的に鯛原徹のであろうかという点と、（2）蜘収酬応・

　　　　の原則は・上の主張にみられるようi’こ果たして鯛対応を第議としてし、るの

　　　　だろうかという点の二点について歌のように疑問齪起しなくてはならな

　　　　いo

　　　　　まず・固趨造原鰍果たして本紬に鮪原鰍のであろうか．すべての

　　　　蝶原価は一趨の綿姓産するためi’こ発生する．そして渡動蝶賄と

　　　　固定蝿原伽次のような点におし・て違し・がみられるだけである．すなわち、

　　　変動製造原伽それによって生産される綿の一趨が予測でき、しかもその

　　　発生は螂分が個別的である・これtlこ対して固趨造原隙それによって生産

　　　　される製品の淀量は予測できず・しかもその発生〃詮体的である。二つの原

　　　価のこのよう燵し・からす楓訪カミ鄭原価であり、他方醐間原価であ

　　　に翻している・すなわち・鯉論的を頃の期間原価とい5ようなものはなし、1

　　　とし’うのが私の主張である・非難原価も含めて、企業におし、て生じ源価ま

　　　すべて生動の肺である・なぜなら・蝶の生産物とし、うの騨に生産ライ

　　　ソから生みだされる物的嫡品だけではないからである．蝶の生動という

　　　のは凝済的効肋かたまりであり・時間蜴所、形態など給むものであ
　　　る゜したがって・齢的には・臓費も管理費も、　・［場原価と同じようにv　，lk

　　　産物の原価である・生産は噸客の欲する礫で噸客の欲する騎に噸客

　　　の欲する鯛に届けられて・はじめて終ったとし・える．こうした甜での生産
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しろ知らなけれぽならない」④とされて澗定白勺な製造原価の燗原価とし

欝輔謙撫価紬ぽ期騰原価であるという主蜘・え

なる

　　　　　　ヵ咄てくるように思われる。いうまでもなく・r全体計算』的

　　　　　　のム計嬬肌翫い⑥」L，かくて・「個別醸用収酬応を

れを厳格一

撚齢的醐収益は対応する。しかし・脚会計購こついてeま
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すべて生動の肺である・なぜなら、蝶の生動とし、うのは

　　　　　　　　　　　　　　　馬・＿MpN＿

　『94－（94）　　第・6巻第・号

固定蝶肺を孝してそれが発生し醐間の収益に対応させる鯛損益

のやり方が騰会計上正当な鮪損益計算であるという説が強化されてく

つまり・近代会計においていうところの費用収益の対応は本来鮪蝦定

この鮪について行なうべきであることを鰍しており、その鰍すると

にしたがって諏糊間肺であるものウま輔の収益に対応せしめればよ

そ纏わざわざ蜘こ醐し・その鄭を通じて収益に対応せしめる必勢

い゜にも拘らず凋定鰍蝿原価礫品に醐し、その製品が販売さ編

隙禦膿凝臨難r上の期間損益計算の撫

ごゑうかという点の二点について・次のように疑問を提起しなくてはなら

まず個定難原伽果たして本紬に期甑価なのであろうか。すべて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単に生産ライ
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の完了には、製造過程のほか、販売過程も終ることが必要とされる。

　すべての原価を含める製品原価概念は収益と費用を対応させる基本的な過程

と完全に一致している。これに対して期間原価概念はこの手続に対し例外を設

けるものである。したがって、私は理論的には、すべての原価を含める製品原

価概念のほうが・完全に論理に合っており、弁護できるものであると考えてい

る。もちろんNこのような概念を適用するには、きわめて大きな実務上の困難

がある。多くの原価一広告費、研究開発費、役員報酬、税金など一は、特に多

品種生産の企業において、どのような万法によっても製品に配賦することは容

易でない。したがって、実際には多くの原価が期間原価として取扱われる。・

しかし、これらの原価が期間原価として取扱われるということに注意しなけれ

ばならない。このことは、本質的に、それらが製品原価でなくて、期間原価で

あるということを意味しているのではない。問題は原価を配賦することが実際

上困難であるというだけのことであって、本質上の問題ではない⑧」と（傍点

は原文がイタリックの部分）。このように、製造原価はもちろん、それ以外の

販売費や一般管理費もすべて本来的には製品原価と考えてよいのであるが（前

述したように、溝口教授はこのような説を、財務会計としての企業会計の実態

に合わないぼかりでなく、期間的総合的損益計算としての財務会計の本質を見

誤ったものであると強く批判される）、ここでは問題を製造原価に限定して論

を進めていく。

　さて、上述の説明から明らかになるように、期間計算という会計技術を離れ

て考えれば（このことには異論があるであろう。これについては後述する）、固

定製造原価も製品に関連させて把握すべき原価である。本来的には製品に関連

させて把握すべき原価である固定製造原価が、企業活動の成果を人為的に期間

を区切って確定し、その結果を利害関係者に報告しさらに利益を株主等に分配

することの必要上、便宜上期間に関連させて把握されるのである。すなわち、

固定製造原価は会計技術上期間原価として取扱われるにとどまるのであり、そ

れ以上の何物でもない。このことは、「固定費のみが、毎期々々繰返して同額

発生したり、支出される形になるのは、一会計年度以上にわたる生産に寄与す

ると期待される支出の一会計年度への割当という会計技術（たとえぽ減価償却

計算）、および毎期同額支出となるように仕組んだ会計実践のなせるわざであ

る⑨」と、小倉教授によって極めて適切に説明されている。かくて、固定製造

原価は、現象面からみた場合にのみ、期間原価の性格をもっているのである。

～

「］
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　かかる性格の固定製造原価は、費用と収益を期間的に対応させることによって

期間利益を決定する際には・製品に関連させて把握すべき原価としての本来白勺

な姿に戻さ鮒ればならなしのである⑩。そうで鮒れは、費用と収益の正

当な対応はこれを保証することはできない。

　　他方、固定製造原価がキャパシティをいつでも利用できるように準備してお

　くための原価であり、それは時間の経過とともに発生するという意味で、それ

が本来的に鯛原価であることを認めるにしても凋定蝶原価力塒間の経過．

とともに発生するということは、原価発生の認識に関するものであり、これは

損益講という両面的繭の戦る澗であるにすぎない。他の一面は費用収

益の対応である⑰・つまり原価の発生ということとそれを収益に対応させる

ということは次元の異斥る問題なのである。

　次に讃用収益対応の概念は・果たして期間対応を第議としているのだら

うか・この疑問については上述の説明によってその大半が解明されたものと，思

われる瓜なお・以下のように槻をつけ臓ておきたい．すでに述べたよう

に讃用と収益醐間的に対応させることによって期間利益を計算するという

ことは、単にある期間に実現した収益にその期間に発生した費用を並置するい

わば期間対応によって期間利益を計算するということを意味しているのではな

く、ある期間に実現した収益にそれの実現に貢献した費用を対応させるいわば

期間的対応によって期間利益を計算するということを意味している．収益は製

品の販売によって実現するので劾・販売さ2zた製品の製造原働ミこれに対応

させられるべきであると考える。厳密には、さらに一般管理費および販売費も

製品を通じてすなわち製品別対応ないしは個別対応を通じて収益に対応させる

べきであるが、現実の企業会計にそこまで要求するのは無理であろう。そして

固定製造原価のなかにも製品に配賦するには会計実務上かなりの困難が伴うも

のがあるであろう。しかし、だからといって、それを一般管理費および販売受

の取扱いに準じて製品に醜することをやめてよいということにはならなし、。

正しい期間利益は費用と収益の期間的な製品別対応ないしは個別対応によって

のみ計算することができる。．可能な限り正しいものに接近しようとする努力を』

放棄することは許されない・舶までの全部原価：一卜算の発展は、実にこのよう

な努力の積み重ねによってもたらされたものといってよいであろう。

　ところて、以上のような論述に対しては、期間計算の本質を理解していなし、

購であるという批判激されるであろう・項をあらためて、このような批判



に対する筆者なりの解答を用意しておかなければならない。

N「

①中島省吾教授稿「収益・費用対応の基礎概念一その回顧と展望一」企業会計16

　巻11号、昭和39年11月号67ページ。

②染谷恭次郎教授稿前掲論文46ページ。

③同上37ぺ＿ジ。，

④同上42ページ。

⑤溝ロー雄教授稿前掲論交4ページ。

⑥同上4ページ。

⑦同上5ページ。
⑧James　M・Fremgen・ibid・・P・78・染谷恭次郎教授稿前掲論文38－39ページ。な

　お、訳交は染谷教授のものを使用した。

⑨小倉栄一一郎教授稿前掲論文55ページ。

⑩この点は小倉教授によっても主張されている。同上58ページ。

⑪この説明は・RL・Brummetの「実現の公準は収益認識に関するものであり、こ

　れは損益計算≒いう両面的問題の単なる一面であるにすぎない。他の一面は費用収益

　の対応である」という説明をもじったものである。RLee　Brummet，　Try　This　on

　Your　Class，　Professor－A　Rejoinder，　The　Accounting　Review，　July　1957．　P，483．

　このR・LBrummetの説明は・溝口教授（同教授稿前掲論文5ページ）と山辺教授

　（同教授著前掲書493ページ）によって引用されており、訳文は溝口教授のものを使

　用した。

　　　　　　　　　　　　　　　　期間計算の意味

　染谷教授は、「固定的な製造原価もまた製品の生産のために欠くことのでき

ない原価であるという給付計算的な思考ないしは全体計算的な思考を期間計算

にまで持ち込むことは、期間計算に独立した意義を認めないに等しい①」と上

のような考え方を批判される。そして、上に引用したJ．M．　Fremgenの説明

やW・A・PatonおよびA・C・Littleton両氏が期間を便宜的なものとする主

張を批判して次のように述べられる。すなわち、「しかしながら、私は、期間

計算は、期間ごとに収益と原価とを対応させて利益を決定することにおいて

全体計算や給付計算とは明らかに異なった独自の意義をもっていると考えてい

る。原価を期間的に把握して収益に対応させることは、明確に製品に原価を配

賦できないことから生まれた便宜的なものであるのではなく、’むしろ期間計算

に固有する本質的な収益と原価との対応の仕方であると考えるわけである。企
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業の努力はすべてその期間の収益の実現に優先的にむけられるはずであ

ら、製造原価も、販売費も、管理費も原則的にはすべて当期の収益に対応

めるべきである。このことは製品の生産のために用意されたキャパシテ

っても例外ではない。キャパシティはすべて当期の販売活動のために用意

ているといってよい。また当期の販売活動はかかるキャパシティを前提と

行なわれるはずである。したがって、こうしたキャパシティに対して生ず

価は、そのキャパシティがどの程度利用されたかに関係なく、すべて当期

益に対応せしめることになる②」とその積極的見解を明らかにされている。

まり、ある期間に一定量の製品を生産するのは、通常の場合すべてその期

販売することを目的として行なわれるのであり、次期に製品を繰越すこと

っても、それは本来ならばその期間に売り尽すはずであったものがたまた

れ残りとなったものである。かくて、現有のキャパシティに対して生ずる

は第一義的にその期間の収益の実現に向けられるのであり、したがって、

をその期間の収益に対応させることは、ある期間に実現した収益にその収皿

実現に貢献した費用を対応させるという、一般に認められた費用収益対応

念に一致している、という主張のように思われる。このような主張は、お

く期間計算に全体計算や給付計算とは異なった独自の意義を認められるこ

起因していると思われるのであるが、筆者の疑問は、果たして期間計算にそ

ような意義を認めることができるだろうかということである。

すでに述べたように、近代会計の特質の一つは、それが期間計算である

うことである。この意味で、上において展開したように期間計算という枠を

りはずして近代会計を考察することは不当であるという異論が成り立っであ

う。しかし、期間計算は企業活動の成果の確定、その結果の利害関係者への

告、株主への利益の配当、納税等の必要上、企業活動の流れを人為的に一定

間に区切って計算を行なうこと以上の何物をも意味せず、ましてや企業活動

のものの切断を意味しない。いわばそれは全体計算の一断面にすぎない。・

意味で、期間計算は全体計算と全く異質のものではなく、矢張り、W．

PatonおよびA・C・Llttletonのいうように③、期間は「便宜的なもの」あ

いは「代替的なもの」にすぎないのではなかろうか。かくて、全体計算白鰍

考を期間計算に持ち込むことはなんら差し支えなく、全体計算における製湿

応を期間計算にも適用することは許されると思う。さらに、ある期間におけ

製品の生産は原則としてその期間に販売することを目的とし行なわれるとし

のは、生産それ自体に一定の時間を要し、生産と販売の間にも期間的なずれ
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あるという報鵬象し巌論のように思えてならない・もしもある期間の生

産がすべてその期間の販売を融勺として行な採るというのであれ劇亟端に

いえぽ、会計期間の前半に生産を行ない、後半には全然生産を行なわず、もっ

ぱら販売だけを徹うということにも」1．1・嫌ねない・これは・無限に反覆継続

して行なわれる企業活動そのものの切断を意味し、ゴーイソグ・コソサーソの

コソヴェソショソに反するばかりか、企業の実態にもそぐわない。企業活動は

あくまで長期的言栖にもとついて行なわれ・期間利益の鰍化ではなく長蜥ll

益の極大化を志向して行なわれるのである。そこでは会計期閻は企業会計にお

ける便宜上のものとしての意義をもっているにすぎない。

　生産それ自体に時間がかかり、生産と販売の問にも期間的なずれがあるとい

う事実からすれば、次期に仕掛品および製品を繰越すことはむしろ通常の状態

なのであり、会計はかかる企裳の通常の状態を可能な限り正しく反映しなけれ

ばならない。近代会計の特質の一つが期間計算にあることは認めるがiそれを

過大に評価することは危険のように思えてならない。

①染谷恭次郎教授稿前掲論交38ページ。

②同上39ページ。
③W．A．　Paton　and　A．　C．　Litteton，　An　Introduction　to　Corporate　Accounting

　Standards，1940，　P，15．中島省吾教授訳「会社会計基準序説」昭和29年25ぺ一ジ。

　　　　　　　　　　　　　5．むすびにかえて

　以上、外部報告日的のための期間損益計算に直接原価計算を適用することは

認められるという理論に対して疑同を提起するという形で、いわゆる直接原価

計算論争に関して直接原価計算を外部報告目的のための期間損益計算に適用す

ることは認められないという筆者の主張を展開してきた。最後に、企業会計上

は収益は販売によって認識されるにもかかわらず、全部原価計算による場合

は、販売価格や生産条件を一定としても、期間利益は販売量だけでなく生産量

によっても影響を受けるという一見不合理と思われる現象について、筆者自身

の見解を明らかにして、むすびにかえておきたい。

　まず、全部原価計算による場合は、期間利益は販売量だけでなく生産量によ

っても影響を受けるという事実については、実現主義は収益の発生を販売の事

実によって認識することを意味しているのであって、期間利益が販売以外の要

素によって影響を受けてはならないということを意味してはいない。このこと
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①備97ページ（注）⑪）参照のこと．なお、R．LB，＿m。，は、
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　Costing－The　Costing　of　Manufactured　Products”1957年においても同様の意味の

　ことを述べている。染谷恭次郎教授訳「間接費計算」昭和34年77ページより引用する

　と次のとおりである。「純利益をもたらすために、販売が絶対的に必要であるという

　ことは、そのような働きをするものがほかにないという意味ではない」と。

②同様のことは小倉教授によって主張されている。「財務諸表から第一義的にえなく

　てはならないのは、長期的にして綜合的結論である」と。同教授稿前掲論文63ペー

　ンo

③R．P．　Marpleの説明は興味あるものなので、ここにもう少し詳しく引用しておき

　たい。「これを（直接原価計算一筆者注）一般に認められた会計として承認すべきか否

　かは広く議論されてきたところである。もしこれが承認されるとすれば、それは、その

　ような討論における直接原価計算支持論者の説得の結果としてそうなるのではなく、

　むしろ、直接原価計算が内部会計目的に対して一般の承認をえて、会計家および経営

　者が直接原価計算を使用して得た好ましい経験が彼らをして『直接原価計算は全部原

価計算より有用でより意味深い計算結果を提供する』という信念を抱かせるにいたる

　ことによるのである。…………時間をかければ、それは原価計算の伝統的な方法にな

　るであろう」と。Raymond　P．　Marple，　Direct　Costing　and　The　Uses　of　Cost　Data，

　The－Accounting　．Review．　July　1955，　P，436．山辺六郎教授著前掲書482ページ。訳

　文は山辺教授のものを使用した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1965．　5．　15）
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